































































Consideration on the Development Plan for the Young and Middle-Level Teacher 
which made Use of School Evaluation: The Project-Team Activity based on School 














平成 22 年 3 月の「特別支援教育の推進に関す
る調査研究協力者会議審議経過報告」（以下「協
































































































































































































































































A支援学校は、昭和 51 年 4 月に、知的障害の
児童生徒を対象とする養護学校として開校して以
来、小中高等部の児童生徒の教育を行ってきた。

















































法等が示された。平成 18 年 12 月の教育基本法改

























①  20 歳代の若手教員の課題意識が最も高いこ
と。
②  30 歳～ 40 歳代の中堅教員では、教職員間の
連携や協働、若手教員の育成についての課
題意識が高いこと。















































対象は、平成 26 年度在籍の教職員 116 名（非

































27 年 7 月に全教職員を対象とした報告会を行い、
活動内容や進捗状況について全教職員で共通理解












































推薦で選ばれた 20 歳代～ 30 歳代の 10 ～ 11 名の
教員で編成され、30 歳台後半の教員がリーダー














































































































































６） A支援学校で平成 16 年度から使用している、個別の教育
支援計画と個別の指導計画の両者の機能を合わせ持った
もの。毎年度保護者との共通理解のもとで作成している。






















































 「学校評価等実施状況調査（平成 23 年度間）」
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